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中野区旅館業法施行条例新旧対照表

改正案 現行

第１条 （略） 第１条 （略）

（周辺住民に対する周知）

第１条の２ 旅館業を営もうとする者は、規則で定

めるところにより、法第３条第１項の許可の申請

をする前に当該旅館業を営もうとする施設の周

辺住民に対し当該旅館業の内容を周知しなけれ

ばならない。

（法第３条第１項の許可の申請に係る添付書類）

第１条の３ 法第３条第１項の許可の申請をしよ

うとする者は、旅館業法施行規則（昭和２３年厚

生省令第２８号。以下「省令」という。）第１条

第２項に規定する図面のほか、前条の規定による

周辺住民に対する周知を行ったことを確認でき

る書類を省令第１条第１項に規定する申請書に

添付しなければならない。

第２条～第５条 （略） 第２条～第５条 （略）

（標識の掲示）

第５条の２ 営業者は、旅館業の施設の公衆の見や

すい場所に、当該施設の名称その他の規則で定め

る事項を記載した標識を掲げなければならない。

第６条 （略） 第６条 （略）

（宿泊者名簿の作成に当たっての措置）

第６条の２ 営業者は、省令第４条の２第１項の規

定による宿泊者名簿の作成に当たっては、宿泊者

と対面し、当該宿泊者から提示された本人確認が

できる書類と照合するなど適切な方法により当該

宿泊者の本人確認を行うことにより、正確な記載

を確保しなければならない。

（周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関し必

要な事項の説明）

第６条の３ 営業者は、規則で定めるところにより、

宿泊者に対し、騒音の防止のために配慮すべき事

項その他の当該旅館業の施設の周辺地域の生活環

境への悪影響の防止に関し必要な事項であって規

則で定めるものについて説明しなければならな
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い。

第７条・第８条 （略） 第７条・第８条 （略）

（簡易宿所営業の施設の構造設備の基準） （簡易宿所営業の施設の構造設備の基準）

第９条 政令第１条第２項第７号の規定による簡

易宿所営業の施設の構造設備の基準は、次に掲げ

るとおりとする。

第９条 政令第１条第２項第７号の規定による簡

易宿所営業の施設の構造設備の基準は、次のとお

りとする。

⑴ 宿泊しようとする者との面接に適する玄関

帳場その他当該者の確認を適切に行うための

設備として規則で定める基準に適合するもの

を有すること。

⑵ 宿泊者の利用しやすい位置に、宿泊者の履物

を保管する設備を設けること。

⑴ 宿泊者の利用しやすい位置に、宿泊者の履物

を保管する設備を設けること。

⑶ 客室は、収容定員に応じて十分な広さを有し

ていること。

⑵ 客室は、収容定員に応じて十分な広さを有し

ていること。

⑷ 階層式寝台を設ける場合は、２層とするこ

と。

⑶ 階層式寝台を設ける場合は、２層とするこ

と。

⑸ 多数人で共用しない客室を設ける場合には、

その客室の延床面積は、総客室の延床面積の２

分の１未満とすること。

⑷ 多数人で共用しない客室を設ける場合には、

その客室の延床面積は、総客室の延床面積の２

分の１未満とすること。

２ （略） ２ （略）

第１０条・第１１条 （略） 第１０条・第１１条 （略）

（構造設備基準の適用除外） （構造設備基準の適用除外）

第１２条 区長は、省令第５条第１項の施設につい

て、その構造設備が第７条及び第９条の基準によ

る必要がない場合又はこれらの基準により難く、

かつ、公衆衛生上支障がないと認める場合は、次

の各号に掲げる営業について、それぞれ当該各号

に定める基準を適用しないことができる。

第１２条 区長は、旅館業法施行規則（昭和２３年

厚生省令第２８号）第５条第１項の施設につい

て、その構造設備が第７条及び第９条の基準によ

る必要がない場合又はこれらの基準により難く、

かつ、公衆衛生上支障がないと認める場合は、次

の各号に掲げる営業について、それぞれ当該各号

に定める基準を適用しないことができる。

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ 簡易宿所営業 第９条第１項第２号及び第

５号並びに同条第２項において準用する第７

条第３号、第４号、第６号、第７号ア、第９号

及び第１０号の基準

⑵ 簡易宿所営業 第９条第１項第１号及び第

４号並びに同条第２項において準用する第７

条第３号、第４号、第６号、第７号ア、第９号

及び第１０号の基準

２ （略） ２ （略）

第１３条 （略） 第１３条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年４月１日（以下「施行日」

という。）から施行する。ただし、附則第４項の

規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第１条の２、第１条の３及び第９条第

１項第１号の規定は、施行日以後に行う旅館業法

（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の許

可の申請について適用し、施行日前に行う同項の

許可の申請については、なお従前の例による。

３ この条例の施行の際現に旅館業法第３条第１

項の規定により許可を受けて簡易宿所営業を営

んでいる者がその営業の用に供している施設に

ついては、令和３年６月３０日までは、引き続き

改正前の第９条に規定する簡易宿所営業の施設

の構造設備の基準に適合する限り、改正後の第９

条に規定する簡易宿所営業の施設の構造設備の

基準に適合するものとみなす。

（準備行為）

４ 施行日以後に旅館業法第３条第１項の許可の

申請をしようとする者は、施行日前においても、

改正後の第１条の２の規定の例により同条に規

定する周辺住民に対する周知を行うことができ

る。


